
 
2026年 11月 13日 

各 位 
会 社 名   株 式 会 社 ベ ー シ ッ ク 
代 表 者 名   代 表 取 締 役  秋 山  勝 
（ コ ー ド 番 号  5 1 9 A  グ ロ ー ス 市 場 ） 
問合せ先  コーポレート部門長  清水  英次 
電   話   0 3 - 3 2 2 1 - 0 3 1 1  

 
 

トライコーン株式会社の株式取得（連結子会社化）に関するお知らせ 
 

 当社は、2026年 11月 13日開催の取締役会において、下記のとおり、トライコーン株式会社（本社：
東京都新宿区、代表取締役社長：木村 努、以下「トライコーン社」）の全株式を取得し、連結子会社化
することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。  

 
記 

1. 株式取得の理由 

 当社は、「事業の成長を人の数で解決しない」をパーパスに掲げ、人手に依存せず、仕組みとテクノロジーで
問題を解決する「AI ワークフローカンパニー」として、ワークフロー事業及びフロントオフィス DX事業を展開して
おります。労働生産人口が急速に減少する日本において、AI をはじめとするテクノロジーの力で「人の数」に頼
らない新しい業務の流れを創造し、企業の業務の自動化・効率化を通じて日本の生産性向上に貢献するこ
とを目指しております。 
 中でも、マーケティング・営業・カスタマーサクセス等のフロントオフィス領域は、業務の属人化や情報分断が生
じやすい分野であり、AI を活用した業務変革へのニーズが一層高まっております。当社は「ferret One」及び
「formrun」を主軸に企業の顧客情報の獲得を支援してまいりましたが、獲得した顧客情報を継続的に管
理・活用する CRM(※)機能の拡充が重要な課題となっておりました。 
 トライコーン社は、CRM プラットフォーム「クライゼル」を中心とする SaaS プロダクトを展開するとともに、顧客
の課題に合わせたソリューションを提供し、中堅・大手企業及び公共機関を中心に約 500社の顧客基盤を
築いてまいりました。両社はいずれもフロントオフィス領域で SaaS プロダクトを展開する企業同士であり、AI時
代に直面する経営課題を共に乗り越えられる関係にあると考えております。同社のプロダクト、顧客基盤及び
人材は当社グループの事業との相互補完性が高く、両社の知見と技術を掛け合わせることで、顧客情報の獲
得から管理・活用までを AI を活用して一気通貫で支援する体制を構築できるものと考えております。 
 以上により、本株式取得は、当社パーパスの実現及び AI時代のフロントオフィスをリードする企業への進化
に向けた重要な一歩であり、顧客への提供価値の最大化と当社グループの中長期的な企業価値の向上に
資するものと判断し、同社株式を取得し、子会社化することといたしました。 



※ CRM：Customer Relationship Management の略。顧客情報を一元管理し、顧客との関係構
築・維持に活用する仕組み。 

2. 想定されるシナジー 

① 両社プロダクトの組み合わせによる提供価値の強化 
当社とトライコーン社のプロダクトを組み合わせることで、従来当社単独では対応が難しかった顧客データベ
ースとの連携等を要する案件にも対応し、顧客企業の幅広い課題に応えてまいります。 

② 相互クロスセルによる販売機会の最大化 
両社はそれぞれ独自の顧客基盤と商材を有しております。相互の顧客基盤に対して両社の商材を提案す
ることで、クロスセル・アップセルを推進し、販売機会の最大化を図ります。 

③ 組織・業務連携による製品価値及び顧客獲得力の強化 
AI時代の到来により市場・顧客に急速な変化が生じる中、SaaS事業者には、プロダクトの迅速な進化と
マーケティングの再構築が同時に求められております。両社が協働してプロダクト開発及びマーケティングを推
進することで、製品価値及び顧客獲得力を強化いたします。 

３．株式を取得する会社の概要 

 項目 内容 

（１） 名称 トライコーン株式会社 

（２） 所在地 東京都新宿区西新宿８丁目 17番１号 住友不動産新宿グランドタ
ワー27F 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 木村 努 

（４） 事業内容 CRM プラットフォーム「クライゼル」の開発・販売 
CRM領域におけるクリエイティブ制作・運用支援・システム開発 
データを活用した DX支援 

（５） 資本金 90,000千円 

（６） 設立年月 1997年 2月 

（７） 大株主及び持株比率 株式会社セプテーニ・データ・ソリューションズ 100.0％ 

 



（８） 当社と当該会社との間
の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 当社と当該会社との間には、相互にサービスを
利用する取引関係があります。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態  

決算期 2023年 12月期 
（2022年 10月～ 
2023年 12月） 

2024年 12月期 
（2024年 1月～12月） 

2025年 12月期
（2025年 1月～12月） 

純資産 485,755千円 487,758千円 515,616千円 

総資産 563,310千円 597,747千円 633,479千円 

一株当たり純資産 1,619,186円 1,625,862円 1,718,722円 

売上高 1,264,707千円 1,033,359千円 1,040,291千円 

営業利益 214,285千円 186,192千円 228,479千円 

経常利益 214,200千円 185,874千円 229,085千円 

当期純利益 143,086千円 119,946千円 147,660千円 

一株当たり当期純利益 476,954円 399,823円 492,202円 

一株当たり配当額 429,258円 359,840円 442,981円 

（注１）2023年 12月期は決算期変更のため、2022年 10月～2023年 12月の 15 ヵ月決算となります。 

４．株式取得の相手先の概要 

 項目 内容 

（１） 名称 株式会社セプテーニ・データ・ソリューションズ 

（２） 所在地 東京都新宿区西新宿８丁目 17番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 髙野 真行 

（４） 事業内容 インターネット広告事業を手がけるセプテーニグループのデータソリューション
領域を統括する持株会社 

（５） 資本金 100,000千円 



（６） 設立年月 2021年１月 

（７） 純資産 相手先の意向により非開示とさせていただきます。 

（８） 総資産 相手先の意向により非開示とさせていただきます。 

（９） 大株主及び持株比率 株式会社セプテーニ・ホールディングス 100.0％ 

（10） 当社と当該会社との間
の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

５．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

 項目 内容 

（１） 異動前の所有株式数 ０株（議決権の数：０個）（議決権所有割合：0.0％） 

（２） 取得株式数 300株（議決権の数：300個） 

（３） 取得価額 トライコーン社の普通株式 1,615,000千円 
アドバイザリー費用等（概算額）18,000千円 
合計（概算額） 1,633,000千円 

（４） 異動後の所有株式数 300株（議決権の数：300個）（議決権所有割合：100.0％） 

（注１）取得価額は、第三者算定機関による株式価値算定結果を参考に、売主との協議・交渉を経て決定し
ております。 
（注２）取得価額については、自己資金と銀行借入をもって充当する予定であります。本日別途公表いたしまし
た「財務上の特約が付された金銭消費貸借契約の締結に関するお知らせ」をご参照ください。 

６．日程 

 項目 日付 

（１） 取締役会決議日 2026年 11月 13日 

（２） 株式譲渡契約締結日 2026年 11月 13日 

（３） 株式譲渡実行日 2026年 12月 14日（予定） 

 

 



７．今後の見通し 

 本株式取得に伴い、トライコーン社は当社の連結子会社となる予定です。なお、みなし取得日を 2026年
12月 31日としているため、当連結会計年度（2026年 12月期）においては貸借対照表のみを連結
し、同社の業績は 2027年 12月期より当社の連結業績に反映される見込みです。本株式取得により発生
するのれんの金額及び取得関連費用等を含め、当社の連結業績に与える影響につきましては現在精査中で
す。なお、本日別途公表いたしました「業績予想の修正に関するお知らせ」に記載の 2026年 12月期の個
別業績予想には、本株式取得に係る資金の借入れに伴う支払利息及び手数料等の影響を織り込んでおり
ます。今後、開示すべき事項が生じた場合には速やかにお知らせいたします。 
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